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チーム構成率（％） 69．3 17．3
ジョブローフーション頻度 3．0 0．9
（0＝無し、4＝頻度）
提案件数／労働者数 61．6 0．4
職務分類数 11．9 67．1
新入労働老の訓練時間 380．3 46．4
欠勤率 5．0 lL7
資料：　Womack　et　al．，（1990：92）
4＝頻繁に行う）も，アメリカの0．9に対し，日本は平均3と高い。（〈表3＞
参照）
　もう一つ日本的生産システムの特徴として挙げられるのは，小集団活動と
提案活動の活発さである。表で確認すると，労働者1人当たり提案件数がア
メリカの0．4に比べ日本は61．6と圧倒的な差がある。また，原子化され孤立
した労働を強いられるアメリカの労働者と違って，日本の場合全体労働力の
中でチーム作業を遂行する労働力の割合が7割近い。
　70年代後半からの日本企業の高い国際競争力の源泉はこの様な組織管理上
の特性が，すでに述べた効率性と革新性の両面を要するFMS等の新技術と
うまく結合した点にある。しかし，ここで注目しなければならない点はアメ
リカと違って日本では新技術を通じてではなく，組織管理と人的資源管理の
活用を通じた効率および革新の追求が歴史的に先行されていた点である。
　日本では，アメリカと違ってテイラー主義とフォード主義ではなく，労働
力の包括的活用によって競争力の強化を謀らざるを得なかった理由として，
移民労働者層の不在とか資本の不足等の理由が考えられるが，何よりも決定
的な理由は国内市場が狭いので大規模市場を前提とした大量生産体制になか
なか乗り出せなかった点が挙げられる。例えば，1950年代当時日本の自動車
産業の年間生産量はアメリカの自動車産業の僅か！．5日分であった。（Wom－
ack　et　aL，！990）従って日本独自の多品種少量生産体制を考案するしかな
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かったのである。フレキシビリティの高い機械設備と汎用性と包括性の特徴
を持つ労働者の育成は多品種少量生産をより効果的に達成し範囲の経済を達
成するために必然的に生まれたものである。
　多品種少量生産を強要した市場状況と，戦後マッカーサー軍事政権の労働
政策により，日本め企業では労働者を解雇することが難しくなり既存の労働
者をできるだけ伸縮的に活用せざるを得なかった。また，戦後破壊された経
済を短期間に再建させるための常にアメリカの先進経営手法に頼らざるを得
なかった。例えば1950年代にジューランとデミングが来日し，統計的品質管
理とか科学的方法を初めて紹介すると，アメリカがそんなことをやっている
のなら日本もそのくらいは，というので日系技連当たりを中心にたちまちQ
C活動がはじまった。しかし，気がついてみたらアメリカはそんなに真面目
にやっていない，いわば「べき論」だったのである。同様に参加による経営
も実際アメリカの企業では1980年代まではけっして生産現場で適用されな
かったにもかかわらず，アメリカではみんなやっているものと創造的に錯覚
（creative　misunderstanding）することによって（Whyte，1987：492），アメ
リカを見よう見まねで作ったものが結果的には日本独自のものになったので
ある。しかもこの様にしてつくられた日本固有のフレキシブルな組織風土が
新技術をうまくソフトランディングさせる土台となった。
　日本的生産方式の典型例として知られるトヨタのカンパン方式（JIT）も
このような背景で登場したものである。1940年忌末にアメリカのフォード社
を見学して帰ってきたトヨタのエンジニア大野耐一は，一連の実験の結果，
金型にローラーと簡単なモニター機械を付着しフォードでは一日かかる金型
の交換を2～3時間に短縮した。大野は現場の労働者に直接金型の交換を担
当させる過程において頻繁な金型交換を通じた少量の部品生産がかえってコ
ストが低いことを発見する。すなわち，必要な時に適量を生産することに
よって在庫維持費が低下し，最終組立の前工程において不良品を見つけるこ
とができ量産体制でしばしば問題となる不良品の大量発生とそれに伴う修繕
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コストを最小化できる。この発見は後に連続的な後工程引き受けに転換さ
れ，看板を使用しモノと情報が統合される様になって，無在庫を実現し，多
能工と工程改善を通じて需要変動に応じて作業員数を弾力的に変動させる固
有の生産システムを作り上げたのである。また，持続的な改善活動とTQC
を通じて不良品の原因を根底から除去し，TPMを通じて設備稼働率を最大
に高めた。必要なモノを，必要な時に，必要な量だけつくるジャストインタ
イム方式はこのように作られたのである。
　日本企業において改善と日常業務に見られる労働者の勤労意欲はどの様に
してモーティベイトされるのであろうか。その答えは日本固有の経済環境の
中で育て上げられた協調的かつ平等主i義的な雇用慣行（例えば平等主義に基
づく給与と補償体系）と終身雇用制に代表される日本的経営にあると思われ
る。1985年の統計によると，日本企業の社長が貰う年間所得は平均して一般
労働者の5．7倍に対し，アメリカの場合33．5倍という格差を示している。勿
論この様な平等主義が産業のセクターや企業規模の差異を越えて存在してい
るものではない。しかし，企業内部における賃金構造の相対的な平等性は安
定的な労使関係と労働者の士気を高める重要なコンセンサス確保メカニズム
である。この目に見えない暗黙的な合意の基盤があるからこそ，会社への貢
献を積極的に誘導する職能資格制度，小集団活動を効率的に運営する職制，
生産職に対する考課制度等によって日本的生産システムの効率性が保てられ
るのである。
5．結びに代えて
　この様な日：本的生産システムに対する批判の声もある。特にJITを可能に
する最大の条件としての労働者の多工程持ちはしぼしぼ過密度労働を強要す
る。極端な例としてはトヨタのUラインで働くある労働者は8分26秒間に35
工程を遂行し，距離に換算して一日6マイル以上を移動するケースもある。
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（Sayer，1986：53）また日本的賃金制度及び査定は基本的に労働老一人ひと
りに対する個別管理が前提となり，その結果日本の労働時間は長くなる。
（野村，1993：125）製造業の年間労働時間は公式統計によると日本が2200時
間，ドイツが1600時間であるが，実際の残業時間はこれより長い。しかもこ
うした長い労働時間以外に長時間通勤や小集団活動を含むさまざまな人間関
係諸活動が加わる。
　確かに70年忌の2回に渡るオイルショックと80年代の急激な円高という危
機的な状況を日本のメーカーは日本独自の柔軟な生産システムの確立と生産
現場のあらゆるレベルにおいて無駄を省く緻密な努力の積み重ねによって乗
り越えてきた。その土台作りが功を奏して新技術が定着し高い生産性向上に
つながったと思われる。しかし最近の環境変化はこの土台自体の変革を要求
する。昨今日本の各地で行われている経営革新運動はいままで聖域ととされ
てきた終身雇用制や年功賃金性にみられる安定的かつ協調的な雇用慣行にま
でメスを入ればじめている。リストラクチュアリングの一貫として希望退職
を募ったり，一時帰休を敢行したりする企業が目立っている。集団解雇も現
実化されパイオニア現象という社会現象にまで発展した。特にそのターゲッ
トは課長・部長クラスのミドルである。
　今後益々複雑化する環境変化に適用するためには生産現場におけるフレキ
シビリティという一次元的な答えだけでは対応できなくなる。むしろテイ
ラー主義やフォード主義で見られるりジッドで明確な分業意識を積極的に取
り入れて多次元的に対応するために，従来の「日本的経営」の根本的な改革
が必要と思われる。例えばホワイトカラーのミドルに関していうと，従来の
ゼネラリストー辺倒の考え方から脱皮し，ゼネラリスト，スペシャリスト，
社内企業家等に厳密に分化し，異質性・多様性包容の組織文化を作り上げる
ことが革新と効率の相互矛盾的な組織目標を真の意味で同時に達成できる近
道のように思われる。
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